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災害・オウム対策調査特別委員会報告資料
令和７年７月９日 

件 名 アレフ（オウム真理教）対策について

所管部課名 危機管理部 危機管理課 

内 容 

アレフ（オウム真理教）対策について、以下のとおり報告する。

１ 足立入谷地域オウム真理教（アレフ）対策住民協議会総会の開催結果 

（１）日 時 令和７年５月１２日（月）午後６時３０分

（２）場 所 舎人地域学習センター学習室１・２

（３）内 容

ア 令和６年度事業報告・決算報告

イ 令和７年度事業計画・予算

（４）出 席 ６８名

ア 足立区長

イ 各オウム真理教対策議員連盟議員

ウ 足立区町会・自治会連合会

エ 近隣町会・自治会長など

２ オウム真理教対策関係市区町連絡会総会の開催結果 

（１）日 時 令和７年６月１７日（火）午前１０時３０分

（２）場 所 Ｗeb開催

（３）内 容

ア 令和６年度活動報告・決算報告・監査報告

イ 役員改選

ウ 令和７年度活動方針・収入支出予算

エ 参加自治体による意見交換

（４）出 席 ２６自治体（２５加盟自治体中２５、未加盟１）

令和７年度役員自治体

会長 副会長 監事 

足立区 世田谷区（東京都） 

甲 賀 市（滋賀県） 

八潮市（埼玉県） 

豊明市（愛知県） 

※ 足立区は、平成２４年から１４期連続で会長職

３ 反社会的団体の規制に関する条例に基づく【第３次】過料処分取消請

求控訴事件 

（１）第二審判決言渡し

ア 日 時 令和７年６月２４日（火）午後１時３０分

イ 場 所 東京高等裁判所

ウ 判 決 被控訴人（足立区）の勝訴

2



主文 １ 本件控訴を棄却する。 

２ 控訴費用は控訴人の負担とする。 

エ 傍 聴 住民協議会関係者が３２名傍聴

（２）これまでの経緯

平成３０年１２月１９日：条例に基づく報告書の提出を請求

令和 元年 ８月２７日：報告が無いため過料処分通知書を発送 

過料金額：５０,０００円 

令和 元年１１月２７日：過料処分に対してアレフが審査請求 

令和 ４年 ３月３１日：審査請求裁決（請求棄却） 

令和 ４年 ９月３０日：アレフが過料処分取消請求事件を提起 

令和 ６年 ４月２５日：第一審判決（区が勝訴） 

訴訟提起後、１回の進行協議及び５回の口 

頭弁論を実施（口頭弁論及び判決言渡しの計

６回に住民協議会関係者延べ１４６人が裁

判傍聴）。 

令和 ６年 ５月１４日：アレフが控訴 

令和 ７年 ６月２４日：第二審判決（区が勝訴） 

控訴後、２回の口頭弁論を実施（２回の口

頭弁論及び判決言渡しの計３回に住民協議会

関係者延べ８１人が裁判傍聴）。 

４ 職員向けオウム真理教問題研修会の開催結果 

（１）目 的

ア 地下鉄サリン事件をはじめとするオウム真理教関連事件の風化を

防ぎ、事件に関する職員の認識を深める。 

イ オウム真理教後継団体が区内に拠点を持ち活動していること、周辺

住民が協議会を結成し、区が協議会活動を支援していることを理解す

る。 

（２）日 時

令和７年７月４日（金）午後３時３０分～４時４５分

（３）場 所

区役所中央館２階庁舎ホール

（４）参加者

区職員約４００名

※ 概ね各係１名が受講し、係内で研修内容を共有するよう依頼

（５）内 容

ア 公安調査庁から現況報告

イ 区から「オウム真理教後継団体に対する取り組み」の説明

ウ 弁護士の講演「足立区の三本の矢（区民・議会・区長の矢）」
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５ 地下鉄サリン事件の風化防止啓発活動 

（１）今後の予定

ア 東京電機大学

令和７年７月２４日（木）～２５日（金）

イ ギャラクシティ

令和７年８月１３日（水）～２９日（金）

※ ３月に区役所で開催した「地下鉄サリン事件から３０年経過に伴

うパネル展」で使用したパネルの一部を展示

（２）実施結果

ア 東京藝術大学

（ア）日 時 令和７年４月２１日（月）～４月２５日（金）

（イ）場 所 第７ホール入口手前

イ 東京未来大学

（ア）日 時 令和７年５月２６日（月）～５月３０日（金）

（イ）場 所 みらいホール

（ウ）主な意見(オンラインアンケートにより聴取)

① 事件名だけで、実際の様子は見たことが無かったので救命活

動の写真などもリアルで衝撃だった

② 後継団体も３つあるなど更に詳しく知ることができた

（エ）その他

警備員を配置して実施

ウ 帝京科学大学

（ア）日 時 令和７年６月９日（月）～６月１９日（木）

（イ）場 所 本館１階エントランス、７号館１階エントランス

（ウ）主な意見（オンラインアンケートにより聴取）

① 地下鉄サリン事件について調べてみる

② 今後、住民協議会の活動に参加する

（エ）その他

警備は、大学側の警備員が対応

本館１階エントランス ７号館１階エントランス 
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災害・オウム対策調査特別委員会報告資料 

令和７年７月９日 

件   名 
足立区災害対策条例改正に伴うパブリックコメントの実施結果につ

いて 

所管部課名 危機管理部 災害対策課 

内   容 

平成１４年１月１日に施行された足立区災害対策条例について、以下

のとおり改正に関するパブリックコメントを実施したため、結果を報告

する。 

 

１ パブリックコメントの実施結果 

（１）実施期間 

令和７年３月２５日（火）から４月２５日（金）まで 

（２）提出者数・意見の概要・区の考え方 

   別紙１「足立区災害対策条例の改正（素案）に関するパブリッ

クコメントの実施結果及び意見に対する区の考え方につ

いて」参照 

（３）区の考え方の公表方法 

  ア 区ホームページへの掲載 

  イ 災害対策課担当窓口における閲覧及び配布 

 

２ 今後のスケジュール 

 年  月 概    要 

令和７年７月中旬 

災害・オウム対策調査特別委員会に報告

後、パブリックコメント実施結果及び意

見に対する区の考え方を公表。 

令和７年９月末 第３回定例会で改正案を上程 
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足立区災害対策条例の改正（素案）に関するパブリックコメントの実施結果 

及び意見に対する区の考え方について 
 

１ パブリックコメントの実施状況 

（１）実施期間 

   令和７年３月２５日（火）から４月２５日（金）まで 

 

（２）意見提出者数・意見件数 

  ア 意見提出者数・意見件数                ３９名（４８件） 

  イ 提出方法 

  （ア）区ホームページの意見受付フォーム           ６名（ ８件） 

  （イ）Ｅメール                       １名（ ８件） 

  （ウ）ＦＡＸ                        ０名（ ０件） 

  （エ）郵送                         １名（ １件） 

  （オ）窓口への持参                     ０名（ ０件） 

  （カ）足立区避難所運営会議 本部長・庶務部長会議での受理 ３１名（３１件） 

 

２ 意見の構成 

内容 件数 

１ 文章の体裁及び表現に関するご意見  ６件 

２ 備蓄に関するご意見 １０件 

３ 避難及び避難所に関するご意見  ６件 

４ 要配慮者施策及び地域での支え合いに関するご意見  ５件 

５ 災害関連死対策に関するご意見  ２件 

６ マンション防災に関するご意見  ２件 

７ その他ご意見及びご質問 １７件 

 

 

 

 

別紙１ 
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足立区災害対策条例の改正（素案）に対する意見の概要と区の考え方 

 いただいたご意見について、項目毎に分けて記載しておりますが、一つのご意見の中で項目が多岐に渡るものについては、主要と思わ

れるご意見での分類としております。 

 

１ 文章の体裁及び表現に関するご意見 

№ いただいたご意見 区の考え方 

1 

【全文掲載を希望されなかったため概要を掲載】 

文章の体裁について 

（１）「激甚化」「橋りょう」「各々」など、漢字及び平仮名が統一

されていない。 

（２）第２章第２節及び第５章の表記について、太字・書体が違

う。 

（３）第 33条は「一般的に、かつ、効果的」とあるが、前文では

「激甚化かつ複合化」、第１条では「総合的かつ計画的」とあ

る。「、」の使い方が違っている。 

（４）第 34 条３項では「前１項」となるが、４項には「第２項」

とある。統一されていない。 

（５）新旧対照表について、「節」が変わる箇所は、１行スペース

があったりするが、無い箇所もある。統一して欲しい。 

文章の体裁につきまして、ご指摘いただきありがとうございま

す。以下の通りご指摘事項について見直しを図ってまいります。 

（１）漢字及び平仮名の使い分けに関して、常用漢字表をもとに、

より多くの区民の皆様が判別しやすい表記に統一いたしま

す。なお、今回ご指摘いただきました「橋りょう」につきま

しては、読みやすさを重視し、「橋りょう」のままといたしま

す。 

（２）「かつ」の前後の「、（読点）」については、前文及び第 1条

と同じ表記とし、第 33条を「一般的かつ効果的」に修正いた

します。また、「第○項」と「前○項」という表記については、

「第○項」に修正いたします。書体の違いやスペースの有無

についても、全体の構成を再度確認したうえで、統一を図っ

てまいります。 

2 

【全文掲載を希望されなかったため概要を掲載】 

第４条３項に「区民等」とあるが、事業者及びボランティアを

指すのか、単にボランティアなのかが曖昧です。 

今回のご指摘を踏まえ、曖昧な表現を防ぐために「区民等」の

表記を「区民、事業者、ボランティア」へ修正いたします。 

3 
【全文掲載を希望されなかったため概要を掲載】 

「準備」と「備え」の使い分けについて。 

「準備」については、準備すべき事項が具体的な場合に使用し、

「備え」は発生し得るリスクに対して、広く備える場合に使用し

ています。今回のご指摘を踏まえ、前文中の「災害に即応できる

よう準備を整える」という表現を「災害に即応できるよう備える」

へ修正いたしました。 
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№ いただいたご意見 区の考え方 

4 

【全文掲載を希望されなかったため概要を掲載】 

第 39 条及び第 40 条にて「防災区民組織及び第 31 条の施設の

防災組織」とあり、表現が違っている。「第 30条の防災区民組織

及び第 31条の施設の防災組織」すべきではないか。 

「防災区民組織」と「施設の防災組織」について、まず「防災

区民組織」については、第３条「定義」で「災害から地域社会を

守るため、町会・自治会、マンションの管理組合等を母体として

区民が自主的に結成する組織」と明記しております。対して「施

設の防災組織」については、第３条で定義を明記していないため、

「第 31条の施設の防災組織」と表現しています。 

5 

【全文掲載を希望されなかったため概要を掲載】 

語尾について 

① 努力を払わなければならない 

② 協力に努めるものとする 

③ 行わなければならない 

④ 行うことができる 

⑤ 努めなければならない 

⑥ 図るものとする 

⑦ 講じなければならない 

⑧ しなければならない 

⑨ してはならない 

上記のように、色々使われている。どの語尾が一番強く、ゆる

やかな表現なのか。またはそのような順位はあるのか。 

条文の語尾の使い分けについては、以下のとおりとし、裁量等

の強弱を設けております。 

語尾 意味 

～しなければならな
い 

一定の行為を義務付け、裁量の余地を与
えない場合に用いる。 

～するものとする 
「～しなければならない」より義務付け
の感じが弱く、原則や方針を示す場合に
用いる。 

～することができる 

一定の行為をすることが可能であるこ
とを表す場合に用いる。一定の行為をす
るかしないかの裁量権を付与する場合
と、一定の行為をする権利または能力を
付与する場合の２通りがある。 

～してはならない 
何らかの行為をしてはいけない（不作為
義務を課す）ことを表す場合に用いる。 

 例えば、今回いただいたご質問のうち「①努力を払わなければ

ならない」と「②協力に努めるものとする」では、「①努力を払わ

なければならない」の方がより強い表現となります。 

6 

資料２足立区災害対策条例改正（素案）新旧対照表を読んで気付

いたこと 

（１）定義 第３条を新設したのは良いと思います。 

（２）「足立区地域防災計画」は、改正前の「災害対策事業計画」

に当たるものと考えて良いのでしょうか。 

 

 

 

（２）「足立区地域防災計画」について、改正前の「災害対策事業

計画」に当たるもので間違いございません。 
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№ いただいたご意見 区の考え方 

6 

 

（３）改正前の第７条について、改正後の欄に（削除）（第３条３

項と重複するため削除）とありますが、「第４条３項」ではな

いでしょうか。 

（４）改正前の第８条について、改正後の欄に（削除）（第３条で

計画策定について言及しているため、３条の次の条文となる

よう移動）とありますが、「４条の次」ではないでしょうか。 

（５）第９条１項の資機材とは何でしょうか。 

（６）「災害時の出火に際しては、初期消火に努めなけらばならな

い」とありますが、近年、消防庁では火のついているガスの

栓を締めるのは「ゆれがおさまってから」としています。初

期消火に努めるのは当然ですが、あわててけがをする例があ

るようなので、条文の表現に工夫がほしいと感じました。 

 

（３）（４）条文の削除及び移動について、ご指摘の通りでござい

ますので、改めて全体の構成を確認し修正を図ってまい

ります。 

 

 

 

（５）第９条１項の資機材についてですが、災害発生時の応急対

策や救助活動、避難所の運営に必要な機材や道具を表してお

ります。具体的には、発電機やヘルメット、カセットコンロ、

マンホールトイレなどが該当します。 

（６）初期消火について、ご意見のとおり地震時はまずは身の安

全の確保が最優先となります。条例の表現については、「地震

等を感じたら身の安全を確保するとともに、火を消すほか、

災害時の出火に際しては初期消火に努めなければならない」

と修正いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前ページ（ご意見№６）の続き 
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２ 備蓄に関するご意見 

№ いただいたご意見 区の考え方 

7 

【全文掲載を希望されなかったため概要を掲載】 

「３日分以上の飲料水、食糧品、医薬品及び簡易トイレ等の生

活物資の備蓄」を区民へ求めるという内容について、求めるだけ

ではなく、区からもそれらを事前に配給することはできないか。 

【同様のご意見のため、一括で回答させていただきます】 

区民の皆様には３日分以上の備蓄をお願いすると同時に、区で

は備蓄食料の増配備に努めており、避難者想定数に対し、備蓄量

を約１.４日分から３日分へと令和９年度までの３か年で計画的

に増配備を進めております。このため、区民の皆様にもできる限

り自主的な備蓄をお願いしたいと考えております。 

なお、区では賞味（使用）期限が近くなったアルファ化米など

の備蓄品を、避難所運営訓練や講演会等への参加者に普及啓発と

して配布しております。全区民への配布はできませんが、各家庭

の備蓄の一助となればと考えております。 

8 

【全文掲載を希望されなかったため概要を掲載】 

３日分の備蓄の補助として、トイレや水などを区民へ配布する

ことを検討してもらいたい。 

9 

（１）各家庭（特にマンション）に防災備蓄品の保管は良いこと

ですが、部屋がせまくて３日分の保管が難しい。 

（２）毎月１９日「備蓄の日」大変良いこと。 

備蓄品の保管場所が限られていることについて、ローリングス

トックという備蓄方法をご検討ください。これは、普段から少し

多めに食料品や日用品を購入し、古い物から順番に消費していく

という方法です。毎月１９日の「あだち備蓄の日」においても、

ローリングストックについて発信し、周知・啓発に努めてまいり

ます。 

10 

【全文掲載を希望されなかったため概要を掲載】 

「３日分以上の備蓄を求める」という点について、学校の備蓄

場所は既にいっぱいですが、３日分もどこに備蓄するか問題が今

後でてくる。 

現在第一次避難所には避難者想定数に対し、約１.４日分の備

蓄食糧が格納されております。令和９年度までに残り約１.６日

分の増備蓄を予定しており、増備蓄分については第一次避難所で

はなく、区内拠点倉庫に格納する予定です。 

11 ３日以上の備蓄についての、区の施策を強化して欲しい。 

区では、令和６年度から備蓄食料の増配備に努めており、避難

者想定数に対し、令和５年度時点で約１.４日分の食糧を、令和９

年度までに３日分の食料が備蓄できるよう増配備を進めていま

す。 

10



№ いただいたご意見 区の考え方 

12 
【全文掲載を希望されなかったため概要を掲載】 

避難所の備蓄品の一表を配布してもらいたい。 

区の避難所担当職員までご相談いただければ、希望の部数を可

能な限りご用意させていただきます。 

なお、各避難所の備蓄状況一覧は避難所運営手順書に明記され

ており、区ＨＰに掲載しているのでご活用いただきたいと思いま

す。 

13 

区独自の取り組み③の毎月 19 日を「あだち備蓄の日」にとあ

りますが、これは放送をかけるのですか？区として、どんな働き

かけをするのですか？ 

【同様のご意見のため、一括で回答させていただきます】 

今後、区民の皆様に３日分以上の備蓄をお願いするには、備蓄

の品目や量、備蓄品を選ぶ際のポイントなど、具体的でわかりや

すくお伝えすることが必要だと考えております。あだち広報のほ

か、区ＨＰ、ＸなどのＳＮＳを用いて情報発信してまいります。 

また毎月１９日の「あだち備蓄の日」に合わせて、ＳＮＳなど

を活用して３日分の備蓄について発信していくなど、周知・啓発

に努めてまいります。 

14 特に、３日分の備蓄を住民に徹底する必要がある。 

15  ＰＲが必要。 

16 

【全文掲載を希望されなかったため概要を掲載】 

備蓄の具体的な内容について、「あだち備蓄の日」ポスターだけ

では分かりにくいため、区から発信してほしい。 
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３ 避難及び避難所に関するご意見 

№ いただいたご意見 区の考え方 

17 

【全文掲載を希望されなかったため概要を掲載】 

第 47 条について、車両を使わずに、どのようにして広域避難

が可能なのか。また、高齢者はどうするのか。 

第 47 条は、地震時の避難方法を規定した条文であり、個人で

利用する車両による渋滞や二次災害を想定し禁止しております。

まずは身の安全を確保、その後ご自宅の安全を確認し、在宅避難

もしくは第一次避難所等への避難をお願いいたします。 

高齢者も同様ですが、自力避難が困難な方に対して区は、被害

状況、道路状況などからその時点で最適な避難支援を行うことと

なります。水害とは異なり事前の想定やあらかじめ避難していた

だくことが困難であることをご理解ください。 

なお警視庁では、人命救助及び消火活動等に従事する自動車の

円滑な通行を確保するため、震度６弱以上の地震発生直後は「第

一次交通規制」として通行を規制し、その後、復旧活動及び災害

応急対策等に必要な車両が通行できる「第二次交通規制」を実施

することとなっています。 

18 

【全文掲載を希望されなかったため概要を掲載】 

第 44条の「あらかじめ都と協議」について、埼玉県や千葉県は

含めないのか。都だけで良いのか。 

第 50条では近郊の区市町村とある。 

第 44条で定義する「広域避難場所」とは、都が指定する避難場

所のことを指しており、そのため都との協議に限定しておりま

す。第 50条のように、区主体で協議すべき事項については、「近

隣の区市町村」もしくは「その他区市町村」とさせていただいて

おります。 
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№ いただいたご意見 区の考え方 

19 

ペット同行避難をペット同伴避難へ順次拡大をしてもらいた

いと思います。現在は犬猫を含め、多様なペットを家族として迎

え入れている方が多くいらっしゃいます。被災時は人間もパニッ

クになっている中で、動物たちはさらなる不安を抱える状態とな

ります。離れ離れになるぐらいならと避難を必要とする方が避難

をしないことで二次被害にあいやすくなります。 

また、動物だけを残して避難することで、動物たちの逸走や死

傷事故、トラブルなどが多くなると予想されます。ぜひ、足立区

獣医師会とともにペット同伴避難ができる場所の拡大とその際

のルール作りをお願いしたいと思います。 

【同様のご意見のため、一括で回答させていただきます】 

ペット同行避難について、学識経験者、東京都獣医師会足立支

部とともに「足立区ペット同行避難ガイドライン」（素案）を策定

しました。パブリックコメントにてご意見を募集した後、令和８

年１月頃の完成を目指しています。 

20 

 これは重要な事項だと思われる。すさんだ状況の避難所で、い

やしの効果も期待することが出来る（当家にも、ゴールデンレト

リーバーがいます）。 

21 
避難所の基本的な新しい備品の総点検を地域立会のもとチェ

ックする。 

第一次避難所の新たな備品の点検は、避難所運営訓練時に備蓄

倉庫の資機材を用いた訓練とあわせて行っておりますので、ぜひ

訓練への参加をお願い致します。 

22 
 避難所について、高齢者のため有難いが、トイレ心配をしてい

る。 

災害時のトイレ確保については、避難所においてマンホールト

イレや簡易トイレなどの複数の災害用トイレを用意することで、

切れ目なくトイレが確保できるよう準備してまいります。 

区民の皆様にも、ご家族の人数に応じて３日分以上の簡易トイ

レの備蓄をお願い致します。 
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４ 要配慮者施策及び地域での支え合いに関するご意見 

№ いただいたご意見 区の考え方 

23 

「第７節 地域における相互支援ネットワークづくり」につい

て、絆の安心ネットワークの活用や高齢者の実態把握事業、孤立

ゼロプロジェクトの情報活用がもっとできるよう、条例として明

示する以上は庁内での連携を深めて欲しい。 

本条例の第２条において区民、事業者及び区が「自助」「共助」

「公助」の考え方を基に、それぞれが責務を果たしつつ、相互に

補完し、つながりあうことで災害対策の充実に努めることを基本

理念としております。区民の皆様に「自助」「共助」を強化してい

ただくためにも、庁内連携を強化し、区民の皆様を支援する「公

助」の力を高めてまいります。 

24 高齢者に対する移動方法の修正を。 

 高齢者も、自力で避難が可能な方は、ご自身で避難をお願いい

たします。 

高齢者に限らず、自力で避難することが困難であり支援を必要

とする方は、「避難行動要支援者名簿」をもとに、民生・児童委員

等が安否確認を行い、その後の救出救護や避難支援につなげてい

きます。 

また、名簿の登録に限らず、自力で避難することが困難だと思

われる方は、災害が起きたことを想定して、あらかじめご家族、

知人、ケアマネジャー等と避難方法等について決めておいていた

だき、周りの見守りの中で避難をお願いします。 

25 

【全文掲載を希望されなかったため概要を掲載】 

町会としては、平時から顔の見える関係を数年前から重要課題

としているが、会員数減少や無関心など、思うような対応が取れ

ない。 

本条例の第２条では区民、事業者及び区が「自助」「共助」「公

助」の考え方を基に、それぞれが責務を果たし、相互に補完し、

つながりあい災害対策の充実に努めることを基本理念としてお

り、区としても「平時からの顔の見える関係」は重要だと認識し

ております。 

このため、平時からの関係作りに向けて、避難所運営訓練に一

人でも多くの地域の児童や保護者にも参加してもらえるよう、区

から学校側へ働きかけるなど努めてまいります。 
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№ いただいたご意見 区の考え方 

26 

「地域において互いに助け合い、負傷者の救護及び要配慮者の

援護に努めるとともに、被災後の自らの地域の生活再建及び復興

まちづくりの協力に努める」とあります。きちんと助け「合い」

となることを願います。 

少子高齢化が進んでいく中、避難・復旧作業について、年齢差

別による若者への一方的な労働力の搾取が行われないかが心配

です。「共助」を唱えるときは、対応に当たるもの全員に動機付け

やインセンティブが存在する、Win-Win の関係を整備する必要が

あります。今回の改正にあたってガイドライン等を作成される場

合はそれを考慮に入れていただきたいです。 

足立備蓄の日の設置は面白いと思います。この日付を基礎にロ

ーリングストックの習慣が区民に根付けばよいですね。 

地域での助け合いについて、区では町会・自治会を「共助」の

要として位置づけ、地域防災力の強化について支援しています。

第一次避難所においては、地域の皆様の助け合いによって運営し

ていただくことを前提としており、若者からの労働力搾取となら

ず老若男女問わず運営に携わっていただけるよう、防災講演会や

避難所運営訓練等を通して周知してまいります。 

また、あだち備蓄の日については、ＳＮＳやホームページで備

蓄やローリングストックについて、より具体的な内容や品目など

を発信し、周知・啓発に努めてまいります。 

27 

【全文掲載を希望されなかったため概要を掲載】 

ハザードマップを参考に関係者へ情報提供をしている。高齢で

自力歩行ができない方や、災害に不安を抱えている方へは、避難

施設のエレベーターの有無も情報提供しているが、要介護３以上

でなくとも避難行動要支援者に該当しない方は福祉（第二次）避

難所の利用対象者に該当しないとの情報があります。福祉（第二

次）避難所についての情報や、近隣地域での避難訓練について、

歩行が難しい方への避難の情報があれば、助かります。 

福祉（第二次）避難所への避難について、お申し出のとおり、

水害時は避難行動要支援者名簿に登録されている方のみを対象

とし、それ以外の方については、第一次避難所への避難のほか、

縁故等避難や在宅避難をお願いしております。避難行動要支援者

に限らず、自力で避難することが困難だと思われる方は、災害が

起きたことを想定して、あらかじめご家族、知人、ケアマネジャ

ー等と避難方法等について決めておいていただき、周りの見守り

の中で避難をお願いいたします。 

また、第一次避難所のエレベーターやバリアフリートイレの有

無、避難所訓練の情報については、区ホームページにて公開して

おりますので、ご活用ください。 
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５ 災害関連死対策に関するご意見 

№ いただいたご意見 区の考え方 

28 

今後は避難所はもちろんのこと、在宅避難者の把握をしていか

ないと災害関連死を防ぐことは困難と思われます。復興に向けて

早く動き出すことも災害関連死を防ぐための一つとも考えられ

ると思います。その中での在宅避難者は乳児から高齢者まで様々

の世代や課題を抱えている方が多くいらっしゃるため、外部支援

をいち早く入れることで地域を知っている地域の支援者が在宅

避難者の把握や支援に入れる可能性が高くなると思います。避難

所や福祉避難所など、外部支援の力をいち早く受け入れられる受

援力を足立区としても高めていってほしいと思います 

【同様のご意見のため、一括で回答させていただきます】 

ご意見の通り、受援力を高めて災害関連死を防止することにつ

いては、区としても喫緊の課題であると認識しています。このた

め災害関連死の防止策の一つとして、令和７年度から「災害ケー

スマネジメント」の導入に向けた調査研究を実施いたします。 

なお、他の機関からの支援を受けるための「受援力」について

は、令和７年度末の改正を目指す「足立区地域防災計画」の中で

受援体制の構築について、より具体化していく予定です。 

29 
 避難所を運営した場合、災害関連死をどうやって少なくしてい

けるかが、本当に大事だと思う。 

６ マンション防災に関するご意見 

№ いただいたご意見 区の考え方 

30 

【全文掲載を希望されなかったため概要を掲載】 

耐震性の強いマンションに居住の場合、基本的に住民は在宅避

難になると思う。マンション自体が避難所として機能するため、

公的避難所に届くような救援物資の配給ポイントに含むことは

できないか。 

また、マンションの居住者へ「基本的に避難所には入れない」

ということの周知も必要。 

耐震基準を満たしたマンションであれば、被害が軽微であれば

在宅避難が可能ですので、各家庭で３日分以上の備蓄をお願いす

るとともに、備蓄が不足した場合には、区が開設する避難所等で

備蓄品をお受け取りいただきますようお願いいたします。 

なお、令和７年度から、一定条件に該当するマンションに対し

て、保存水及び簡易トイレを対象品目とした備蓄品購入費用の助

成制度を開始する準備を進めております。「自助」としての各家庭

での備蓄に加え、「共助」の取り組みの一つとして、ぜひ制度をご

活用ください。 

また、マンション住民の方が避難所には入れないことはござい

ませんので、出来るだけ多くの避難者を受け入れることができる

よう、協定や相互応援により避難所の確保に努めてまいります。 

16



№ いただいたご意見 区の考え方 

31 
マンション防災について、管理組合へのお知らせが必要だが、

管理組合の無いマンションについては？ 

 管理組合の無いマンションへの周知啓発について、条例改正に

あたっては、今後区ＨＰ、ＸなどのＳＮＳを通じて発信していく

予定です。また、毎月１９日の「あだち備蓄の日」において、備

蓄の重要性について発信していくほか、各種防災に関する情報も

あわせて発信してまいります。 

 

７ その他ご意見及びご質問 

№ いただいたご意見 区の考え方 

32 

大地震が発生すると環状七号線を境に出入りが禁止されると

聞いています。開通されるのは、どれくらいを目安にしているの

か？また、開通する時は何処の機関から発表されるか明確にして

欲しいです。 

大地震が発生すると車での移動が禁止されると思われるので

すが透析患者の受け入れ病院&クリニック等の連携をしてほしい

です。 

警視庁では震度６弱以上の地震発生直後は「第一次交通規制」

を実施し、環状七号線から都心方向へ流入する車両の通行を規制

します。その後、復旧活動及び災害応急対策等に必要な車両が通

行できる「第二次交通規制」を実施しますが、全ての規制解除ま

での目安は示しておりません。規制解除については、警視庁から

の発表となりますが、足立区災害ポータルサイトや足立区防災ア

プリなどで発信を行う予定です。 

また、災害時の医療機関との連携について、人工透析が必要な

方への対応含め、区と医療機関にて定期的な協議を重ねておりま

す。お申し出いただいた内容についても、引き続き検討してまい

ります。 

33 

【全文掲載を希望されなかったため概要を掲載】 

第 24 条の「地震を感じたらすぐに火を消す」という表現につ

いて、今はもう少し違う表現が良いのでは？ 

地震時はまずは身の安全の確保が最優先となります。条例の表

現については、「地震等を感じたら身の安全を確保するとともに、

火を消すほか」と修正いたします。 
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№ いただいたご意見 区の考え方 

34 ７年度の改正を町の人々にいかに知らせるか？ 

条例改正の際には、条例のポイントをわかりやすくまとめた広

報物を作成する予定です。区ＨＰ、ＸなどのＳＮＳを通じて発信

していくほか、毎月１９日の「あだち備蓄の日」の機会も活用し、

条例改正により区民の皆様に知っていただきたい事項を発信し

てまいります。 

35 

 足立防災リーダー認定登録事業について、地域防災力のさらな

る向上で報償費を 4,000 円/回、1,500 円/回出す必要はないと思

います。何でもお金を出して、活動を行うのはおかしいと思いま

す。我々避難所を実際に開設して、運営する時は完全にボランテ

ィアだと思います。何でもお金を出すのはやめてください。税金

の無駄遣いだと思います。お金をもらわないと出ないのならやめ

たらいいと思います。 

 2019 年の 19 号台風の時、避難所開設しましたが、町会の人も

避難してきた人も皆で力を合わせて運営が出来たと思います。そ

のことが大切だと思います。 

あだち防災リーダーは、地域の避難所と行政とのパイプ役とな

り、それぞれの避難所の防災力向上に向け一定の任務と責任を伴

う活動のため、区から報償費をお支払いする制度となっておりま

すことをご理解ください。 

この制度は令和６年度に試験的に開始した制度であり、活動実

績等を分析し、随時、制度や役割について見直しを図ってまいり

ます。 

36 

【全文掲載を希望されなかったため概要を掲載】 

電気が生きていることを前提に考えられているため、最悪のこ

とを想定すべき。 

ご意見の通り、停電を前提とした災害復興体制は重要な視点で

す。区がこれまで行ってきた図上訓練では、電話やＦＡＸが使用

可能な、通電状況での訓練となっておりますが、今後、停電時を

想定した訓練の実施も検討してまいります。 

なお、発災時に本部機能を果たす区役所本庁舎、医療拠点とな

るすこやかプラザあだちには、７２時間発電可能な発電機を設置

しております。 

また、第一次避難所には、カセットコンロ式発電機、ガソリン

式の発電機を備蓄しており、停電時の対応訓練の実施について、

地域の方と検討してまいります。 
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№ いただいたご意見 区の考え方 

37 
【全文掲載を希望されなかったため概要を掲載】 

改正に賛成。 

ご意見ではなく、条例改正についての感想として捉えさせてい

ただき、区の考え方の回答は致しません。 

38 進化していて分かりやすい。ありがとうございます。 

39 別紙に書いてある方法を基本に実施していくと良い。 

40 賛成です。 

41 賛同します。 

42 より信頼向上が感じられます。 

43 今まで疑問だったので良かった。 

44 
【全文掲載を希望されなかったため概要を掲載】 

定期的に改正、追加するのは良い。 

45 
【全文掲載を希望されなかったため概要を掲載】 

良い方向性と思う。 

46 
早く実施してほしい。 

各家庭で蓄電池を備えるようにしてほしい！ 

47 再度パンフレットを見て！！ 

48 叩き台の素案より良い条例を。 
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 災害・オウム対策調査特別委員会報告資料 

令和７年７月９日 

件   名 足立区地域防災計画改訂に伴うパブリックコメントの実施について 

所管部課名 危機管理部 防災戦略課 

内   容 

足立区地域防災計画の改訂を行うため、７月２５日よりパブリックコメ

ントを実施する。 

１ 足立区地域防災計画改訂の概要について 

別紙「足立区地域防災計画【震災編】素案 概要版」参照 

※ なお、今回は水害編の修正はしておりません。 

２ パブリックコメントの実施について 

（１）案件名 

   足立区地域防災計画（令和７年度修正案）【震災編】【資料編】 

（２）意見募集期間 

   令和７年７月２５日（金）～９月１２日（金） 

（３）実施予告 

  ア あだち広報（令和７年７月２５日号） 

  イ 区ホームページ 

  ウ ＳＮＳなど 

（４）案件の公表 

  ア 区ホームページへの掲載 

  イ 担当課窓口での閲覧、配付 

  ウ 区民向けの防災啓発イベントでの配付 

  エ 区民事務所、中央図書館、区政情報課、政策経営課での配付など 

３ 今後のスケジュール（予定） 

 年  月 概    要 

令和７年７～９月 パブリックコメント実施 

１１月 
災害・オウム対策調査特別委員会でパブ

リックコメント結果報告 

令和８年１月 
足立区防災会議へ地域防災計画改訂に

ついて附議 
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災害・オウム対策調査特別委員会報告資料 

令和７年７月９日 

件   名 令和７年度地区防災計画の策定支援について 

所管部課名 危機管理部 防災戦略課 

内   容 

令和７年度は以下のとおり、町会・自治会へ地区防災計画の策定支援を行う。 

１ 地区防災計画について 

  平成２５年の災害対策基本法改正により、一定地区内の住民等で行う自発

的な防災活動に関する「地区防災計画制度」が新たに創設された。住民自身

が主体となって地区の特性等を踏まえた防災計画を策定することで、その地

区の防災力を高めるとともに、地域コミュニティの維持及び活性化を図るこ

とを目指している。 

 

２ 地区防災計画策定状況について 

  東京都都市整備局が公表する「地震に関する地域危険度測定調査」で危険

度ランク５及び４（最も危険度が高いランクは５）と示されている地区に関

しては、令和６年度で概ね策定が完了した。 

  ＜地区防災計画策定状況＞ 

 全町会・自治会 

危険度ランク 

４～５の 

町会・自治会 

危険度ランク 

１～３の 

町会・自治会 

策定数 
102地区 

（全 429地区のうち） 

94地区 

（全 95地区のうち） 

8地区 

（全 335地区のうち） 

策定率 23.7％ 98.9％ 2.3％ 

  ※ 未策定の１地区（中央本町四丁目町会／ランク４）は、令和６年度に 

策定予定であったが、辞退の申し出があった。 

 

３ 令和７年度 新規策定団体（予定） 

令和７年度は危険度ランク３以下の地区のうち、前年度に水害時コミュニ

ティタイムライン作成支援を行った新田地区の下記５町会・自治会を対象と

して選定し、引き続き地震を含めた地区防災計画策定支援を行う。 

危険度ランク 町会・自治会名 

3 足立区新田町会 

2 都営新田一丁目アパート自治会 

3 新田二丁目第二自治会 

2 グランスイートハートアイランド自治会 

2 オーベルグランディオハートアイランド自治会 
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４ 策定支援スケジュール（予定） 

時 期 内 容 

令和 

７年 

７月 第１回 ワークショップ 

９～１１月 第２回 ワークショップ（まち歩き等） 

令和 

８年 

１～２月 第３回 ワークショップ 

３月 計画等作成 

 

５ 策定済み地区への見直し支援（予定） 

計画策定後４年が経過した地区に対して、地区防災計画の見直し支援を行

う。 

※ 令和７年度は、青井、弘道地区等の町会・自治会へ見直しについての

意向を確認のうえ、１０地区程度で支援を実施することを予定している。 

 

６ 今後の方針 

今後は、前年度に水害時コミュニティタイムライン作成支援を行った地区

や希望のある地区に対して策定支援を進めていく。 
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災害・オウム対策調査特別委員会報告資料 
令和７年７月９日 

件   名 スターリンクの運用状況について 

所管部課名 危機管理部 災害対策課 

内   容 

スターリンク（※）衛星通信機器について区の運用状況を報告する。 

 

１ 区の運用状況について 

（１）中央館屋上にスターリンクのアンテナを設置し、災害対策本部

室（８階）、情報収集指令室（７階）で衛星インターネットサー

ビスが利用できる環境を整えている。 

（２）アンテナは取り外し可能なため、災害時やイベント時は、衛星

通信が利用できる任意の場所でスターリンクの展開が可能。 

（３）令和７年１月に実施した総合防災訓練では保木間公園へ持ち込

み、職員による庁舎外での設置訓練及び衛星通信からの受信を確

認した。 

（４）令和７年５月の足立の花火本部（荒川河川敷）へ持ち込み、一

般の電波網が混み合う環境下で通信確保を図ろうとしたが、花火

大会が中止となったため使用しなかった。 

 

２ これまでの経緯 

令和６年７月 東京都より機器引き渡し 

令和６年１２月～ 
事業者と設置委託契約を締結 

中央館屋上への設置工事開始 

令和７年１月 総合防災訓練で設置訓練及び受信確認 

令和７年４月 中央館屋上への設置完了、運用開始 

令和７年５月 足立の花火で活用（中止により未実施） 

 

【取り外し庁舎外搬出時】 
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【固定設置時（中央館屋上）】 

 
 

３ 今後の方針 

機器に不具合が発生していないかを確認するため、日常的にＷＥＢ 

会議等で活用していく。さらに、災害時にスムーズにスターリンクが 

展開できるように、防災訓練やイベント時等に庁舎外へ持ち出し、職 

員の外部での接続操作の習熟を図る。 

 

※ スターリンクとは 

低高度を軌道する衛星を活用したブロードバンドインターネット

システムであり、低高度衛星を利用することにより、高速・低遅延

の通信を行うことが可能。災害時、インターネット回線等の通信が

途絶した場合に、正確な情報収集および防災関係機関と連絡をとる

ための通信回線として活用することを想定している。 
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